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保険の仕組みと保険法改正
――保険法改正内容を保険の仕組みから検証する――
吉 澤 卓 哉
単行法として新たに制定された保険法 (平成 20 年法律 56 号) は、平成
20 年改正前の商法 (以下、改正前商法という) 中の保険契約法 (改正前
















( 1 ) 改正前商法下の保険契約法に関しては別稿で検討したことがあるので (吉澤卓哉「保険
の仕組みと保険契約法」損害保険研究 69 巻 1 号 (2007 年))、本稿では保険法で改正され
た点だけを取り上げることとした。
( 2 ) 公保険 (公保険たる性格を持つ共済を含む) には、保険法は適用されないとされている
(萩本修編著『一問一答保険法』商事法務 (2009 年) 29 頁、大串淳子=日本生命保険編著
『解説 保険法』弘文堂 (2008 年) 19-23 頁[大串淳子]参照)。
産大法学 50巻 3・4 号 (2017. 1)
187(637)
適用されることになった (保険法 1 条
( 3 )


























( 4 ) 制度共済によっては、根拠法において、改正前商法の一部を準用しているものもあった
(保険法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律 (平成 20 年法律第 57 号) による改正
前の中小企業等協同組合法 9 条の 7 の 5 第 1項参照)。なお、相互保険にも改正前商法が
原則として準用されていた (同法 664 条)。
( 5 ) 山下友信「保険の意義と保険契約の類型――定額現物給付概念について」竹濵修他編
『保険法改正の論点』法律文化社 (2009 年) 3 頁参照。ただし、保険法の立案担当者は、
保険法 2条 1 号の「保険契約」に関する定義規定によって保険法の適用対象が明確にされ
ていると述べる。萩本・前掲注 (2) 36 頁、29 頁参照。
( 6 ) 吉澤卓哉『保険の仕組み ――保険を機能的に捉える――』千倉書房 (2006 年) 7-8 頁、
山下友信『保険法』有斐閣 (2005 年) 19-26 頁、土岐孝宏「天候デリバティブ・地震デリ
バティブの商法上の地位」中京法学 41 巻 3=4 号 (2007 年)、山下友信=米山高生編『保
険法解説』有斐閣 (2010 年) 132 頁 [洲崎博史]、嘉村雄司 (2014)「クレジット・デリバ
ティブ取引に対する保険契約法・保険監督法の適用可能性の検討」損害保険研究 76 巻 2
号 (2014 年) 参照。
↗
( 7 ) 日本在住のある日本人保険契約者と全く無関係な一定事由としては、たとえば、A 国

























( 8 ) 竹濵修 (2008)「保険法制定の背景と今後の展望」法律のひろば 2008 年 8 月号 18 頁
(「実質的に保険と観念できる仕組みで運営されているもの」と表現する)、山下・前掲注
(5) 3 頁 (「実質的な保険」と表現する)、落合誠一監修『保険法コンメンタール (損害保
険・傷害疾病保険)』(2版) 損保総研 (2014 年) 3-4 頁、9 頁 [落合誠一] (「社会通念上、
保険と観念されるもの」と表現する) 参照。
( 9 ) 改正前商法においても、「保険契約は経済学上の保険制度の目的を実現せしめるための
法形式にすぎないことはいうまでもなく、…」「保険契約は経済学上保険とみとめられる
ような事業の一環としてなされる契約であることを前提とする、というよりほかないであ
ろう。」とされていた (大森忠夫『保険法』(補訂版) 有斐閣 (1985 年) 35-36 頁)。また、
同書 37 頁注 10、38 頁注 11、山下・前掲注 (6) 6-9 頁 (特に 8頁注 7)、38 頁参照。
(10) 法制審議会保険法部会「保険法の見直しに関する中間試案」(2007 年 8月) 1 頁、法務
省民事局参事官室「保険法の見直しに関する中間試案の補足説明」(2007 年) 5-7 頁では、
保険の定義規定を置くことが検討されていた。けれども、その後の検討で定義規定を設け






















分散 (ばらつき) が存在すること。以下、同じ) を、他の経済主体 (=保
(11) 山下・前掲注 (6) 3 頁参照。
(12) 詳細は吉澤・前掲注 (6) 参照。
(13) 学説によって細部の相違はあるが、大森・前掲注 (9) 2-3 頁、岡田豊基「保険本質論
の法的再検討 ――保険契約と他の契約との区別を目的として――」神戸学院法学 25 巻 1
号 (1995 年) 155 頁以下、同「保険からみた変額保険」保険学雑誌 557 号 (1997 年) 44
頁、石田満『商法Ⅳ (保険法)』(改訂版) 青林書院 (1997 年) 3-6 頁、西島梅治『保険
法』(3版) 悠々社 (1998 年) 4-5 頁、山下・前掲注 (6) 6-9 頁、38 頁、江頭憲治郎『商
取引法』(7版) 弘文堂 (2013 年) 407 頁、今井薫他『レクチャー新保険法』(新版) 法律
文化社 (2011 年) 4-5 頁、山下友信他『保険法』(3版補訂版) 有斐閣 (2015 年) 2 頁[洲
崎博史]参照。判例も、保険業法に関する事案であるが、保険の団体的性格を認めている。
最大判昭和 34 年 7月 8 日・民集 13 巻 7 号 911 頁参照。
保険論の学者では、たとえば白杉三郎『保険学総論』(再訂版) 千倉書房 (1954 年)
27-29 頁、印南博吉『保険の本質』白桃書房 (1956 年) 1 頁、401-406 頁、水島一也『現
代保険経済』(8版) 千倉書房 (2006 年) 10 頁以下、安井敏晃「保険概念における不可欠
な条件について」保険学雑誌 609 号 (2010 年) 24-25 頁、下和田功編『はじめて学ぶリス
クと保険』(4版) 有斐閣 (2014 年) 37 頁[岡田太]参照。
また、国際保険監督官会議 (IAIS) も、危険の引受・集積・分散 (assumption, pooling
and spreading of risk) が保険の存在意義だと述べている。Ref., IAIS (International
Association of Insurance Supervisors), Guidance Paper No. 2.2.5, Guidance Paper on
Enterprise Risk Management for Capital Adequacy and Solvency Purposes, 2008, IAIS,
para. 6.
190 (640)




























(14) 定額人保険も同様に考えられる (たとえば、江頭・前掲注 (13) 408 頁注 1 参照。保険
学では白杉・前掲注 (13) 26 頁、木村栄一「損害説の新展開と人保険における被保険利
益」ビジネスレビュー 5 巻 2 号 (1957 年) 77 頁参照)。ただ、この点に関しては様々な学
説が存在する。
(15) 江頭・前掲注 (13) 408 頁注 2 参照。


















都合により、保険の経済的要件に直接関係する 2つの概念規定 (保険法 2











(17) 江頭・前掲注 (13) 407 頁参照。大森・前掲注 (9) 3 頁も同旨。なお、既にロエスレル
の商法草案において、保険が保管に似ていることが指摘されていた (司法省『ロエスレル
氏起稿商法草案 下巻』(1884 年) 77 頁)。あるいは、保険者は「中央基金の出納係」とも
みなされる (D. S. Hansell, Elements of Insurance, 1995, Longman Group (UK) (木村栄一
=越知隆共訳『保険の原理』(1995 年。損保総研) 邦訳 1頁)。





険法 2条 6 号、5 条 1項)、「生命保険契約」においては被保険者の死亡ま
たは一定の時点における生存 (=「保険事故」) のことであり (保険法 2
条 8 号、37 条)、「傷害疾病定額保険契約」においては傷害疾病による治
療、死亡その他の保険給付を行う要件として傷害疾病定額保険契約で定め
























(19) 山下友信=永沢徹『論点体系保険法 1』第一法規 (2014 年) 11 頁 [伊藤雄司] 参照。
(20) 江頭・前掲注 (13) 413 頁は、「保険料」の定義規定に関する記述であるが (なお、前
注参照)、その記述の一部は、本文で述べたリスク集積を示しているものと思われる。




































(大森・前掲注 (9) 257 頁、江頭・前掲注 (13) 407 頁注 1 参照)。
(23) 吉澤卓哉「保険法における「保険料」概念と「危険」概念の関連性 ――商学からのア
プローチ――」日本リスク研究学会誌 20 巻 4 号 (2010 年) 参照。
(24) 田村祐一郎『社会と保険 ――社会・文化比較の鏡としての保険――』千倉書房 (1990
年) 194-196 頁、谷山新良「損害保険の原理」『創立六十周年記念損害保険論集』損保総研





























(25) 山下=永沢・前掲注 (19) 10 頁 [伊藤雄司] はこのような立場かと思われる。







れます。」とされている (萩本・前掲注 (2) 29 頁。なお、同 29 頁注 2、30 頁注 3 も参照)。
山下=米山・前掲注 (6) 136-137 頁[洲崎博史]も同旨 (ただし、低額掛金の小規模共済を
前提としている)。なお、このような目的で「保険料」要件を設けたことに批判的な学説






























性と保険契約 ――商法 642 条の法的性質論序説――」『近代企業法の形成と展開奥島孝
康教授還暦記念第二巻』成文堂 (1999 年) 577 頁参照。
(29) 改正前商法 642 条の「被保険者」は、生命保険契約においては保険金受取人と読み替え
るものと解されていた。中西正明「生命保険契約の成立および責任の開始」ジュリスト
734 号 (1981 年) 32 頁、同『生命保険入門』有斐閣 (2006 年) 97 頁参照。
↗
(30) 大森忠夫「生命保険契約における『遡及条項』について」同『続・保険契約の法的構






























険法 5条、39 条、68 条。以下、保険法 5条等という)。具体的には、主観
的確定のある一部遡及保険類型の有効化 (次述(1))、規整対象の縮小 (後
(1997 年) 241 頁 [中西正明] 参照。↘
(31) 将来事象については、絶対に確実な事象は存在しない。また、過去事象についても、既
知と思われていたことが誤解だったと後日や後世に判明することもある。
(32) 白杉・前掲注 (13) 19 頁注 10 参照。そのため、保険学の学者には改正前商法 642 条を
強行規定と解する考え方もあった (加藤由作『海上危険新論』春秋社 (1961 年) 10 頁注 4
参照)。






























(34) 萩本・前掲注 (2) 61-62 頁参照。なお、「不当な利得」では説明できない遡及保険類型
があることについて吉澤卓哉「保険法における遡及保険規整の構造 ―― ｢不当な利得」の
有無という判断基準について――」保険学雑誌 608 号 (2010 年) 参照。
(35) 吉澤・前掲注 (34)、同「経済的な保険ではない保険法上の「保険契約」について ――

















小した (可能性がある)。1 つは遡及保険への限定であり、もう 1 つは生
存保険の除外である。そのため、それらの保険契約については保険法の遡
及保険規整を類推適用することになる可能性が高いが、保険法の遡及保険











(36) 萩本・前掲注 (2) 61-62 頁、大串=日本生命・前掲注 (2) 53-54 頁 [花田さおり]、新
井修司「契約の成立と遡及保険」竹濵修他『保険法改正の論点』法律文化社 (2009 年)
28-29 頁、山下=米山・前掲注 (6) 220 頁 [洲崎博史]、山下=永沢・前掲注 (19) 77-78
頁 [梅津昭彦] など、保険法 5条等を反対解釈することについて、保険法立案担当者、学
者ともに異論のないところである。
(37) 吉澤・前掲注 (34) 129 頁参照。
(38) 遡及保険は、純粋な遡及保険 (保険責任期間の全てが過去である保険) もあり得るが、
通常は遡及部分と将来部分を含んでいる。
↗
(39) 改正前商法 642 条の適用範囲については、遡及保険に限定されるとする学説 (たとえば、





















『商取引法』(4版) 弘文堂 (2005 年) 392 頁注 3 参照) や、将来保険にも及ぶとする学説
(たとえば、窪田宏「遡及保険について」神戸法学雑誌 1 巻 3 号 (1951 年) 558 頁、大森
忠夫『保険契約の法的構造』有斐閣 (1953 年) 102 頁、加藤・前掲注 (32) 9 頁参照。た
だし、大森教授はその後、同・前掲注 (30) 183 頁注 2 において判断を留保している) や、
保険事故発生確定については遡及保険のみだが、保険事故不発生確定は「事故発生の可能
性の消滅を意味するもの」であって将来保険にも及ぶとする学説 (田辺康平「保険事故の
主観的偶然性」同『保険契約の基本構造』有斐閣 (1979 年) 196-200 頁) 等がある。
↘


































となる (保険法 39 条 2項の反対解釈の類推適用)。
他方、保険法の遡及保険規整は、生存保険契約の遡及保険には類推適用





限界があるため、少なくとも今後 10 年以内に、100メートル走の世界記録が 8秒台にはな























































































契約」に関する規律 (保険法 68 条 1項、2項、93 条 2 号) に合わせたものと捉えるのが
自然であろう。吉澤卓哉「保険法における人保険契約の分類」損害保険研究 73 巻 1 号
(2011 年) 7 頁注 5 参照。
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おける遡及保険の確定対象事由は「保険事故」(保険法 5 条) であり、そ
して「保険事故」が定義されており (同条 1項)、しかも、同じ損害保険
契約であっても傷害疾病損害保険契約に関しては、確定対象事由が「保険
事故による損害」と明確に書き分けられているからである (保険法 35 条)。
したがって、傷害疾病損害保険契約以外の損害保険契約に関しては、遡及
(47) 傷害疾病損害保険契約以外の損害保険契約には、傷害疾病損害保険契約に該当しない人
損害保険契約も含まれる。吉澤・前掲注 (44) 8-12 参照。なお、それらのうち、保険の対
象者の死亡全般を保険事故とする人損害保険を非典型契約と捉える学説もある。山下=米
山・前掲注 (6) 145-146 頁 [洲崎博史] 参照。
(48) 栗田和彦「遡及保険と推定危険保険の異同」関西大学法学論集 48 巻 3・4 号 (1998 年)
419 頁注 4 参照。
(49) MGM グランドホテル (米国) の火災事故 (1980 年 11 月 21 日。死者 85 名、負傷者
700 名以上) の後に遡及保険が手配された。金光良美『米国の保険危機』保険毎日新聞社



























(50) 萩本・前掲注 (2) 63 頁、山下=永沢・前掲注 (19) 77 頁 [梅津昭彦] 参照。










(53) 加藤・前掲注 (32) 14 頁参照。





















るので (保険法 68 条 1項。また、本文の表参照)、たとえ傷害疾病が発生済みであっても、
「給付事由」が未発生の時点であれば、経済的不確実性が存在するが、保険法においても

















































となった死亡保険契約を有効な契約と取り扱う解釈 (大森・前掲注 (30) 185-189 頁、中





















(57) 吉澤・前掲注 (35) 129-135 頁参照。
(58) 本研究は、公益財団法人かんぽ財団の平成 27 年度調査研究助成による成果である。こ
こに記すとともに感謝申し上げる。
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